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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期 

第３四半期累計期間 
第41期 

第３四半期累計期間 
第40期事業年度 

会計期間 
自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成30年４月１日 
至平成30年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成30年３月31日 

売上高 （千円） 4,424,106 4,145,474 5,493,746 

経常利益 （千円） 212,491 109,625 72,000 

四半期（当期）純利益 (千円) 115,939 47,433 11,614 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 681,012 681,012 681,012 

発行済株式総数 （千株） 11,660 11,660 11,660 

純資産額 （千円） 1,932,929 1,837,772 1,828,592 

総資産額 （千円） 4,983,138 4,659,390 4,535,600 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 13.94 5.67 1.40 

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益 （円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 2.50 2.50 5.00 

自己資本比率 （％） 38.8 39.4 40.3 

 

回次
第40期

第３四半期会計期間
第41期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.65 9.95 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、前第３四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

  なお、「『税効果会計に係る会計基準』」の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前事業年度末の数値で比較を行っておりま

す。

（1）業績の状況 

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融政策等による企業業績の改善、良好な

雇用状況が下支えとなり、緩やかな回復基調が継続しました。一方では、各企業の労働力不足は依然として続いて

おります。 

 このような環境の中で、当社は経営の基本方針「トータルライフ・ケアの推進」として定め、お客さまの生活を

支えるための商品やサービスを、多角的かつ多面的に推進してまいりました。このことが当社の企業理念として掲

げる「健康づくり・幸福づくり・人づくり」の原動力となります。そして、心の絆を大切にしたヒューマンネット

ワークを更に広げ、当社ならではの「ふれあい業」を充実させ、顧客及び市場からの評価を高め、収益力の向上と

経営基盤の強化を図ってまいりました。 

 

（経営成績） 

 売上高につきましては、営業人員の不足は、社員の補充により解消したものの新入社員の人材育成に時間を要す

る為、減収となりました。また、西日本豪雨や北海道での地震等により営業活動に少なからず影響もありました。 

 その結果、当第３四半期累計期間における売上高は4,145百万円（前年同期比6.3％減）、営業利益は92百万円

（前年同期比53.6％減）、経常利益は109百万円（前年同期比48.4％減）、また四半期純利益は47百万円（前年同

期比59.1％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①家庭医薬品等販売事業（小売部門・卸売部門）

小売部門においては、前期導入した新小売システムにより、今後の更なる顧客サービスの追求と営業効率の

改善が行えるようになりました。また、シニア社員の登用や、女性社員を積極的に採用し、お客様の多様なニ

ーズに対応できるよう営業職層の拡大と労働環境の整備に努めて参りました。売上高につきましては、家庭医

薬品等販売事業の小売部門において、季節商品の遠赤寝具やギフトなどの販売に注力しました。また、更なる

顧客満足度の向上を図るために、従来の販売方法の見直しを行い、リピート顧客への商品販売の一部を第４四

半期以降に変更した結果、一時的に減収要因となりました。 

卸売部門においては、新たにフランチャイズ契約を締結した紀州中京医薬品への卸売販売が増加しておりま

す。また、除菌消臭関連商品「エアーマスク ネームホルダー」「エアーマスク スペア＆ポケット」等が大

手量販店やドラッグストア等で販売、出荷が始まりました。 

その結果、売上高は3,659百万円（前年同期比7.1％減）、セグメント利益61百万円（前年同期比56.0％減)

となりました。

②売水事業部門 

昨今の健康志向ブームによる飲料水へのこだわりと、拡大するミネラルウォーター宅配市場の成長の波に乗

り、早期に中核事業の１つとして確立することを目標としております。またOne-Way方式により営業エリアが

拡大され顧客への拡販も積極的に取り組みました。その結果、売上高は483百万円（前年同期比0.2％増）、セ

グメント利益31百万円（前年同期比48.0％減)となりました。

（2）財政状態の分析

 当第３四半期会計期間末における資産合計は4,659百万円となり、前事業年度末に比べ123百万円増加いたしま

した。これは主に受取手形及び売掛金の増加160百万円、商品及び製品の増加82百万円及び現金及び預金の減少54

百万円によるものであります。

 当第３四半期会計期間末における負債合計は2,821百万円となり、前事業年度末に比べ114百万円増加いたしま

した。これは主に支払手形及び買掛金の増加103百万円、短期借入金の増加100百万円及び賞与引当金の減少70百

万円によるものであります。

 当第３四半期会計期間末における純資産合計は1,837百万円となり、前事業年度末に比べ９百万円増加いたしま

した。これは主に自己株式の減少10百万円によるものであります。

 この結果、自己資本比率は、前事業年度末の40.3％から39.4％となりました。
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（3）経営方針・経営戦略等

 当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 
 

（5）研究開発活動 

 該当事項はありません。
 

（6）主要な設備

 該当事項はありません。
 

（7）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の状況と見通し 

 該当事項はありません。
 

（8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社の運転資金需要のうち主なものは、仕入及び全国に営業所展開をしている労働集約型の業態であることか

ら人件費、地代家賃、車輌運行費、リース料等の販売費及び一般管理費によるものであります。

 また運転資金は主に営業活動から生ずるキャッシュ・フローにより賄っておりますが、賞与支払や設備投資資

金の調達には必要に応じて金融機関からの借入を行っております。
 

３【経営上の重要な契約等】

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,660,734 11,660,734

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 11,660,734 11,660,734 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

  該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 11,660 － 681,012 － 424,177

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており 

ます。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  3,287,800
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,342,700 83,427 同上

単元未満株式 普通株式    30,234 － －

発行済株式総数 11,660,734 － －

総株主の議決権 － 83,427 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社中京医薬品
愛知県半田市亀崎北浦町

２丁目15－１
2,920,500 367,300 3,287,800 28.2

計 － 2,920,500 367,300 3,287,800 28.2

（注）他人名義で所有している理由等
 

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」

制度の信託財産として拠出

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海１丁目８-11

「従業員向け株式給付」制度の信託

財産として拠出

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海１丁目８-11

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成30年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 700,724 645,818 

受取手形及び売掛金 ※ 432,823 ※ 592,957 

商品及び製品 371,503 453,947 

委託商品 380,990 364,827 

仕掛品 115 110 

原材料及び貯蔵品 22,442 38,216 

その他 107,090 111,562 

貸倒引当金 △4,346 △5,827 

流動資産合計 2,011,345 2,201,613 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 584,832 560,790 

土地 1,313,150 1,313,150 

その他（純額） 61,110 51,465 

有形固定資産合計 1,959,094 1,925,406 

無形固定資産 135,420 108,766 

投資その他の資産    

前払年金費用 82,666 94,062 

その他 351,482 334,227 

貸倒引当金 △4,408 △4,687 

投資その他の資産合計 429,740 423,603 

固定資産合計 2,524,255 2,457,776 

資産合計 4,535,600 4,659,390 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※ 392,134 ※ 496,046 

短期借入金 830,000 930,000 

1年内返済予定の長期借入金 193,999 186,217 

未払法人税等 38,021 16,976 

賞与引当金 142,630 72,425 

返品引当金 19,155 9,591 

その他 455,432 444,774 

流動負債合計 2,071,371 2,156,031 

固定負債    

長期借入金 159,310 202,326 

退職給付引当金 147,041 148,587 

株式給付引当金 11,228 15,197 

資産除去債務 4,652 4,691 

長期未払金 232,720 232,720 

その他 80,682 62,064 

固定負債合計 635,635 665,587 

負債合計 2,707,007 2,821,618 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成30年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 681,012 681,012 

資本剰余金 424,177 424,177 

利益剰余金 1,702,732 1,706,464 

自己株式 △986,239 △975,900 

株主資本合計 1,821,682 1,835,754 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 6,909 2,018 

評価・換算差額等合計 6,909 2,018 

純資産合計 1,828,592 1,837,772 

負債純資産合計 4,535,600 4,659,390 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

売上高 4,424,106 4,145,474 

売上原価 1,345,504 1,257,333 

売上総利益 3,078,602 2,888,141 

販売費及び一般管理費 2,878,913 2,795,465 

営業利益 199,689 92,675 

営業外収益    

受取利息 147 130 

受取配当金 1,569 1,190 

受取家賃 10,115 9,160 

受取保険料 － 4,312 

その他 4,343 5,145 

営業外収益合計 16,176 19,938 

営業外費用    

支払利息 3,373 2,986 

その他 0 1 

営業外費用合計 3,374 2,988 

経常利益 212,491 109,625 

特別損失    

固定資産除売却損 100 46 

特別損失合計 100 46 

税引前四半期純利益 212,391 109,579 

法人税、住民税及び事業税 54,574 30,408 

法人税等調整額 41,876 31,737 

法人税等合計 96,451 62,145 

四半期純利益 115,939 47,433 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期会計期

間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 

 

 

（四半期貸借対照表関係）

※四半期会計期間末日満期手形等 

四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形等の金額は、次のと

おりであります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成30年12月31日）

 受取手形      15,579千円      13,304千円

 電子記録債権       3,392       3,987

 支払手形      138,571      117,472

 電子記録債務      26,558      25,812

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 

前第３四半期累計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年12月31日）

当第３四半期累計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年12月31日）

 減価償却費      77,114千円      68,774千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 21,850 2.5 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）に対する配当金1,102千円（従業員

持株会信託口528千円、従業員向け株式給付信託口574千円）を含んでおります。

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月13日

取締役会
普通株式 21,850 2.5 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）に対する配当金1,040千円（従業員

持株会信託口465千円、従業員向け株式給付信託口574千円）を含んでおります。

 

（2）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

なるもの 

   該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日

定時株主総会
普通株式 21,850 2.5 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）に対する配当金979千円（従業員持

株会信託口406千円、従業員向け株式給付信託口572千円）を含んでおります。

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月12日

取締役会
普通株式 21,850 2.5 平成30年９月30日 平成30年12月10日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）に対する配当金918千円（従業員持

株会信託口348千円、従業員向け株式給付信託口570千円）を含んでおります。

 

（2）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

なるもの 

   該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

- 11 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

四半期損益計
算書計上額
（注）２ 

  家庭医薬品等販売事業 
売水事業部門 計 

  小売部門 卸売部門 

売上高            

外部顧客への売上高 3,469,042 469,538 482,413 4,420,994 3,112 4,424,106 

計 3,469,042 469,538 482,413 4,420,994 3,112 4,424,106 

セグメント利益 109,609 29,591 60,489 199,689 － 199,689 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含んでいない事業セグメントであり、保険事業部門等を

 含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

四半期損益計
算書計上額
（注）２ 

  家庭医薬品等販売事業 
売水事業部門 計 

  小売部門 卸売部門 

売上高            

外部顧客への売上高 3,179,985 479,051 483,196 4,142,234 3,240 4,145,474 

計 3,179,985 479,051 483,196 4,142,234 3,240 4,145,474 

セグメント利益 24,399 36,793 31,481 92,675 － 92,675 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含んでいない事業セグメントであり、保険事業部門等を

 含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 13円94銭 5円67銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 115,939 47,433

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 115,939 47,433

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,317 8,366

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

当社は、平成30年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額………………………21,850千円 

 （ロ）１株当たりの金額……………………………………２円50銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成30年12月10日

（注）１．平成30年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

  ２．配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）に対する配当金918千円（従

    業員持株会信託口348千円、従業員向け株式給付信託口570千円）を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

株 式 会 社 中 京 医 薬 品 

取 締 役 会 御 中 

 

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 鈴 木 賢 次  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 加 藤 浩 幸  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中京医

薬品の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第41期事業年度の第３四半期会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中京医薬品の平成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以 上

 

 （注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成31年２月12日

【会社名】 株式会社中京医薬品

【英訳名】 CHUKYOIYAKUHIN CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山田 正行

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役   辻村 誠

【本店の所在の場所】 愛知県半田市亀崎北浦町二丁目15番地の１

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長山田正行及び最高財務責任者辻村誠は当社の第41期第３四半期（自平成30年10月１日 至平成

30年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


